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技術選択の経済性＊

一綿織物業の分析一

叢訓蒙・牧野文夫

o

1課題と方法

　われわれは先に，戦前日本における力織機の普

及の諸条件を分析した。そこで得られた結論は，

まず第1に，力織機の普及は新技術に適した経営

．形態としての工揚制度の普及・力織機化の困難度

の指標としての製品織物の種類・安価な動力源と

しての電力の普及という3つの要因によって説明

されること，第2に，国産の安価な力織機の開発と

供給が大多数の中小零細機業家にとって力織機導

入の不可欠の条件となる，ということであった1）。

　ところで，新技術が普及するためには，その経

済的有利性を認識し，それを積極的に導入する企

業家が存在しなければならない。企業の目的は生

産活動を通じて最大の利潤率を獲得することにあ

る。企業家は所与の要素賦存状態を前提として，

インプットの種々の組み合わせの中から利潤率を

最大にするものを選択する。それゆえ複数の技術

が併存している時，換言すれば技術に選択余地が

・ある場合，企業家は各技術の経済性を比較評価し，

その中から最も有利な技術すなわち利潤率を最大

にする技術を選択するだろう。その結果としてあ

る特定の技術一たとえば力織機一が普及する

のである。本稿の課題は戦前日本の綿織物業を例
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　1）　南・石井・牧野1982。

にとり，選択可能な諸技術体系のもつ経済性を比

較し，さらにその時間的変化を分析することによ

って，力織機およびそれを運転するための原動機

の普及プロセス，すなわち手織機から力織機への

技術転換を必然的にした経済的諸事情を明らかに幽

することにある。

　技術選択の経済性に関する実証研究としては既

にいくつかのものがある。たとえば綿織物業に関

しては｝産業革命期のイギリスを対象としたフォ

ン・タンぜルマンの研究，戦後のインドについて

のセンやインドネシアについてのヒルの研究など

である2）。’しがしながら，これらはいずれも一一時

点における技術の経済性を比較したいわば静態分

析であって，技術の経済性が異時点でどのように

変化し，それが技術選択にどのような影響を与え

たかという動態的側面についての議論は行なって

いない3）。異時点間の技術選択を論じたものには，

たとえば明治期の製糸業に関する大塚勝夫の研究

がある4）。しかしその研究においては，静態分析

では利潤率が指標にとられ’ているが，動態分析で

は技術進歩率を基準にして議論が展開されている。

したがって2つの分析の間の整合性に問題が生じ

る。以上の若干の紹介例に対して，われわれの研

究は単一の指標（純利潤率）によ6て技術の経済性

の時間的変化を分析したものであり，この点に本

稿の第1の特色がある。この分析は第H節で行

なわれる。

　2）　von　Ttmzelman－　1978，　pp．195－202；Sen

1960，pp．102－114；Hi111983．

　3）　他産業を対象とした技術選択の実証的研究も静

態分析に限られている。これについては，たとえば以

下の文献を参照。Bhalla　1964，1965，1975；Stewaτt

1978，chs．8－10；Ghatak　1981，　ch．7．

　4）　大塚1976。
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　本稿の第2の特色は，作業機（織機）にとどまら

ず，力織機を導入する際の原動機の選択をも対象

としている点にある。従来の研究では，原動機あ

るいは動力の選択の経済性について数量的に論じ

たものは比較的少ない5）。まして作業機の機械化

とそれに随伴する原動機の選択の両者を関連づけ

て論じたものは特にそうである。われわれは第

皿節において，蒸気機関・石油機関・電動機と

いう3種類の原動機の間における選択の問題をガ

織機化と関連づけて論じる「。

　第IV節では分析結果を要約するとともに，そ

の意義および残された課題等についての指摘を行

なう。

　最後に分析時期について言及しておこう。織機

選択の経済性の秀析は，1902・1915・1926・1938年

の4ヶ年を対象とした。全織機台数に占める力織

機の割合すな’わち力織機率は，1902年においては．

織物業全体で2．4％であったが，1938年には85．0

％に上昇する。また綿織物業だけの力織機率は

1922年目ら1938年の間に57．0％から90．6％に

上昇する6）。したがって，選ばれた期間は，手織

機が優位を占めていた時期から力織機が広く普及

’した時期までを完全にカバーしている。また原動

機の選択についての分析は，データの制約によっ

て1910年と1926年の2ヶ年の比較に限定される。

なお分析に利用した諸指標の推計方法・統計資料

の詳細は，紙数の制約上別言に譲る7）。

11　織機選択の経済性

　（1）　織機の種類と技術的特質

　戦前期とりわけ20世紀に入ってからの綿織物

業では，バッタン・足踏機・小巾力織機・広巾力織

機・自動織機（国産の場合は1920年代半ば以降）

の5つの織機技術が選択可能であった8）。まずこ

　5）　たとえば蒸気機関と水車の経済性を比較した研

究としては，Temin　1966；Atack　1979；今津1979・

96頁などがある。

　6）　南・石井・牧野1982・図1および表4。

　7）南・牧野1983。
　8）　手仔（手による投網の織機）は・1880年代後半か

ら1900年代後半にかけてバッタンに取って替られた
ので（三瓶1961，67頁）考察対象から除外した。
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れらの織機の技術的特質を簡単に要約しておく。

維備工程を終えた緯糸と経糸を交錯させて織物を

製織する装置が織機である。製織工程では，綜続・

によって経糸を上下の2部に分けて，緯糸を保有

する将（シャトル）を通過させるための留口を作る

開口運動，野口にシャトルを投げ入れて緯糸を通

す投仔運動，および緯糸を織前に打ち寄せる箴打

運動の3つが最も重要な工程である。在来の手織

機（高機）では，両足でペダルを交互に踏むことに・

よって綜続が操作されて経糸の鞘口が交互に開か

れ，両手で交互に好を投げ入れ，空いた手で箴打

を行なった9）。バッタンの発明によって，従来両

手で行なわれた警世運動は，一方の手で仔に連結

した紐を引く運動に置き換えられた。これは他方

の手を二時に専門化させ，投仔と箴打は同時に行

なわれ製織時間が短縮した。足踏機においては，．

開口運動のみならず投非予・箴打運動までもがペダ

ルを踏むことによって操作された。力織機の機構

は本質的には足踏機のそれと同じであるが，決定

的な相違は，動力が人力から機械力に変ったこと

である10）。力織機の導入によって1人の職工が複

数の織機を受け持つことが可能になった。自動織

機は，経糸が切断した時に自動的に織機の運転が

停止する装置，および緯糸が使い尽された時にそ

れが自動的に補充される装置が備わった力織機の

1種である11）。本節ではこれら5種類の織機を選

択した時に得られ’る純利潤率を推計することによ

って，技術の経済性と選択の関係についての分析

を行なう。

　（2）　純利潤率の推計方法の要約

　前提条件　企業家の視点から織機選択の経済性

を問題にしょうとすれ’ぼ，単に織機への投資額に

対する純利潤額の比率を計測するだけでは不十分

である。なぜならば，織機の選択と経営・生産形

態の編成のあり方とは密接な対応関係があり12），

とりわけ製織工程は織布工程の中心的位置を占め

ていたから13），織機の技術転換は経営・生産形態

　　9）　三瓶1961，21－22頁。

　10）　三瓶1961，69頁。

　11）石井1979c，16頁。
　12）　南・石井・牧野1982，表5。
　13）　堀江・後藤1950，48頁；柳川1958，197頁・
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表1織機別純利潤率の推計の緒前提

Vo1．34　No．3

織　　　機 1蝶家内到 経営形態 1瑚建物1 寄宿舎 1顯鰹．1 負副 労働司 交翻．1 賃金
バッ　タ　ン 問　　　屋

賃機・

@家内工業
無 無 無 無 農閑期 無 百

足　踏機 織物専業者 押上制 有 有 有 有 通　　年 無 中

小巾力織機 織物専業者 工揚制・ 有 有 有 有 通　　年 無 中

広巾力織機 織物専業者 工楊制 有 有 有 有 通　　年 無 中

兼営織布 工揚制 有 有 有 有 通　　年 有 高

目動織機 兼営織布 工揚制 有 有 有 有 通　　年 有 高
1

の変化を随伴することになる。それゆえ織機選択～

の経済性を分析するためには，織機の技術に深く

関係する他の経営要素をも考慮した純利潤率の計

測が要請される。織機選択と結びつくと思われる9

9指標を選び，それらと各織機との対応関係を表

1のように仮定した。

　まず経営形態をとりあげよう。現実にはバッタ

ン・足踏機は共に賃機（賃織）・家内工業・マニュ

ファクチャーの技術的基礎であったが14），ここで

はバッタンは賃機と家内工業で，他の織機は工揚

で使用されるものと仮定した15）。

　賃機は言うまでもなく，家内工業も実質的には

問屋（織元）または機業家の支配下にあった16）。問

駐制とは，問屋が準備工程を終了した原料糸を生

産者に渡し，生産者はそれを製織して問屋から工

賃を受け取る生産形態を意味した17）。問屋制の純

利潤率の計算に際してはいくつかの点に注意を払

う必要がある。まず織機の所有権の帰属である。

たとえば，問屋から隼産者に対し織機が貸与され

た例は，綿織物では泉南・播州・秋田，絹織物で

は西陣・福井など窮みられる。他方，生産者自身

の所有する織機によって生産が行なわれた地域は，

綿では東三河・伊予・今治，・絹では桐生・川俣な

どである18）。織機の所有権が誰に属するかによっ

14）　三瓶1961，67，72頁。

15）　家内工業と工場については『農商務統計表』に

従って，前者が職工10人未満，後者が同10人以上の
機業と定義しておく。

16）　堀江1976，73頁。

17）　三瓶1961，355頁。なお以下の本文では，問屋

制と賃機・家内工業とは同義語として議論を展開する。

18）　泉南は前川・倉持1960，177頁；播州は柚木・

1982，204－205頁；秋田は服部1955，100頁；西陣は田

中・筒井1901，54頁；福井は三上・出淵1901，14頁；

東三河は鈴木1951，n9頁；伊予は川崎1943，59頁；
今治は大鳥居1943，124頁；桐生は河本・その他1901∫

て固定資本額は異なる。われわれは問屋制におけ

る生産者を事実上の問屋の賃金労働者とみなし，

織機は問屋から生産者に貸与されるケー久を仮定

した。問屋制における織機選択の主体は生産者で

はなく問屋なのである。，．問屋制では固定資本の節

約という点で，工揚制に比べてメリットがあった。

そこでは生産者の自宅で製織が行なわれたので，

工場建物・寄宿舎は不要であり，準備・仕上工程

と製織工程とが分離していたので，付属機械すな

わち準備・仕＃工程に関する固定資本は純利潤率

の計算から除かれる。さらに負債は固定資本の内

容が織機だけであることから無いものとした。ま

た問屋制の生産は主に農家の副業とし七営まれ，た

ために19），労働日は農閑期に限られていた。たと

えば，足利地方における賃機の年間労働日数は

180－190日であり20），他の地域では賃機の生産高は

農繁期には農閑期の10％に低下した21）。賃金が

工揚制に比べて低いことも問屋制の特徴であ． ﾂた。

　力織機を小筆織物用と広巾織物用に分けると，

それに対応して企業家を2つのダイブ，織物専業

機業家と紡績会社兼営織布工場（兼営織布）とに分

類する必要がある。その理由は後述するが，まず
　　　　　　　　　　　　　専業機業家と兼営織布との関係を簡単に述べてお　、

く。第1次大戦以前の時期で」ま，広巾物は輸出用

として兼営織布によって，小巾物は国内向けに中

小機業によって生産されて～・た22）。両者の分野は

225頁；川俣は庄司1953，16頁。

19）例外は絹織物の西陣である。西陣の場合は，都

市職人型問屋制と規定して農家副業型問屋制と区別す
べきであろう。これについてぼ堀江1976，18－19頁。

20）　河本・その他1901，124頁。

21）　神立1975，116－117頁。また庄司1953，42－44頁

も参照。

22）　大山・その他1935，189頁。また高村1971，232

頁によれば，1915年の広巾綿布生産の95．4％が兼営

。
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図1兼営織布の織機占有率
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（注）広巾力織機には自動織機が含まれる。

（資料）広巾力織機台数；兼営織布は藤野・その他1979，75－82頁。

　　　　　　　　綿織物日計は『農商務統計表．．，『商工省統計表』各年版。

　　　自動織機台数：『工場統計表』，『工業統計表』各年版。

表2　織機1台当り固定資本（円）

轍バ・タ・足畷翻機癒機自動灘

1935

表3　織機の生産能力

1902

1915

1926

1938

19

28

50

65　．

96

177

353

352

111

238

440

552．

501

643

614

774

1940

1，285

1，178

．（注）推計方法は南・牧野1983を参照。

1
年
次

バッタン 足踏機 小叩力織機 広巾力織機 自動織機

司・ ・1・ ・1・ ピ・ ・1・

ら

1902　　　70

1915　　70

1926　　70

1938　　　70

0．80　　　90

0．80　　　90

0．80　　　90

0．80　　　90

0．80　　120

0．80　　160

0．80　　190

0。80　　200

0．85　　200

0．85　　200

0．85　　180

0．85　　190

0．875

0．875

0．85　　　180

0．85　　　190

0．95

0．95

（往）　1）　7は作業速度，刃は作業係数。

　　2）　推計方法および資料については南・牧野1983を参照。

∂
明確に区分されていた。第1次大戦中に輸出が急

速に拡大したために，個人機業で新たに輸出向け

広巾物の生産を開始するものや，国内向けの専門

工場が輸出向けに生産転換する例が続出した。し

かしながら，・1920年代半ばまでの時期では，同

じ広巾物でも兼営織布は金巾・粗布・綾木綿のよ

うな平織で大量生産に適した製品を生産したのに

対し，織物専業者は，縞綿布・縮子・綿ネル等の

柄物・変化組織のもの，タオル・敷布・毛布等の

特殊物，または下級品を有利としていたので，広

巾物の陸揚の中でも両者は区別されていた。この

関係は，1920年代後半より，専：門機業が兼営織布

の市揚に進出することによって崩れていくのであ

織布によって占められていた。

る23）。この間の変化を織機の所有分布で示すと図

1のようになる。兼営織布が所有する織機が綿織

物業全体の広巾力織機に占める比率は，1922年は

56．7％であったが1938年には35．1％に低下した。

なお自動織機については，1938年においてさえ全

体の69．1％が兼営織布に集中していた。純利潤

率の計算に際して，企業家を織物専業家と兼営織

布とに分けなければならない理由は2つある。第

1は賃金水準が異なることであり，第2は労働時．

間が異なること，すなわち一般的には，織物専業

家では1交替制，兼営織布では2交替制が採られ

ていたのである24）。

23）　大由・その他1935，189頁。

24）　大山・その他1935，205頁。
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　固定資本　最初に問題となるのは固定資本であ

る。表1に示されているように，固定資本の範囲

は問屋制と工学制とでは異なる。それは前者にお

いては織機のみであるが，後者では織機・付属機

械・工場建物・寄宿舎から構成される。各織機に

関する固定資本額は表2にまとめられている。注

意すべき点は，1902年と1915年の広巾力織機と

付属機械の価格である。既に述べたように，この

時期の広巾物はもっぱら兼営織布によって生産さ

れ，兼営織布は高価な鉄製広巾力織機と付属機械

をワンセットで外国から輸入していた25）。国産の

．広巾力織機が使われるようになるのは第1次大戦

後の時期からである。それゆえ，1902・1915年の

広巾力織機の固定資本額と他の織機のそれとの相

対比率は，1926・1938年の値よりも大きい。

　織機の生産能力　織物の生産量は次式によって

計算される26）。

　　　　y’×60×2「×F
　．0＝
　　　　　　8

　　0：1日当り織物生産量

　　7：織機の作業速度（1分間当りゐ投仔・箴打

　　　回数）

　　T：1日当り稼働（労働）時間

　　F：作業係数27）

　　8：製品の緯糸密度

4つの変数の中で織機の生産性に最も大きく影響

するのは緯糸の送りである28）。すなわち一定時間

に何回投仔が行なわれるか，つまり上式の7の

大きさに織機の生産能力は最も依存するのである。

まずバッタンから検討してみよう。在来の手仔に

よる1分間当りの好の送りの最大値は40回前後

と言われていた29）。バッタンの発明によってその

25）　石井1979b，28頁。
26∫　内田・その他1953，264頁あ公式を若干変更し

た。

27）　経糸の切断，緯糸の取替，織機の故障などによ

る織機の運転停止によって生じる生産の減少程度を表

わす係数で，織機およびその調節方法の良否，職工の

熟練度，使用糸の質などによって決定される。全く停

止しない揚合に1一1となる（内田・その他1953，264
頁）。

28）　石井1979a，36頁。

29）　　ネ寸山1961，96頁o
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スピードは倍加したことが知られているから30），

われ，われはバッタンのγを70と推定した。また

足踏機のそれは90とした31）。小巾力織機と広巾

力織機とを比・ミると後者の作業速度の方が小さく

なる。これは箴巾が広くなるに伴って，箴打に強

い力が必要とされしかも1回の投好の時間が若干

長くなるからである。1902年と1915年の広巾力

織機の性能が高いのは前述したように兼営織布が

生産能力の高い輸入鉄製広巾力織機を使っていた

からである。広巾力織機と自動織機め能率の相違

は，職工1人当りの織機受け持ち台数を除けば作

業係数（F）にある。Fに関する自動織機のメリッ

トは，本節冒頭で述べたように経糸が切断した時

に自動的に織機の運転が停止すること，緯糸が使

い尽された時に自動的にそれが補充される機構が

備わったこと1ビある。5種類の織機の7とFの

値は表3にまとめられている。織機の生産能率を

規定する第3の要因は製品綿布の緯糸密度（8）で

ある。これは綿布の種類によって異なるので，バ

ッダン・足踏機・小叩力織機は知多木綿，広巾力

織機・自動織機は三巾金巾を製織するものと仮定

して各織機による織物生産量を求めた。なお1日

当り稼働（労働）時間（T）については南・牧野1983

第1節（13）で詳述する。

　粗付加価値　粗付加価値額は生産額から原料糸

消費額と燃料費を差し引くことによって求められ

る。原料糸消費量は，既に計算した生産量に原料

糸消費量に関する公式を適用して求めることがで

きる32）。燃料費は採用される原動機の種類に大き

く依存する。原動機の選択の問題は次章であらた

めて論じるが，小巾力織機では，1902年は石油

機関，他の年次は電動機，広巾力織機に関しては，

1902・1915’年は蒸気機関，1926・1938年は電動機

が使われたと仮定して燃料費を計算した。なお自

動織機の原動機は電動機と仮定した。織機1台当

り粗付加価値額は表4に示されている。

　賃金　織機1台当りの賃金支払額は，職工1人

当り賃金と織機1台当りの職工数の積によ？て求

’30）石井1979a，36頁。

　31）　南・牧野1983，第1節（11）。

　32）　南・牧野1983，第1節（16）。
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衰4　織機1台当り粗付加価値額　　　（円／月）

年次
1　交　替制 2交替制

バ・タ・苑ｫ熱譲巾副響1離鷲膨猿鍵
1902　　　　7．23

1915　　　　6◆16

1926　　　　2．21

1938　　　ユ4．86

13．91

11．82

4。28

28．60

18．29

22．25

9．09

67．96

55．93

42．17

57．40

142．61

221

　　111．86

　　　84．34

64762　114．80

146．28　262．82

129．24

292．56

（注）1）粗付加価値額＝生産額一画料綿糸消費額一燃料費。

　　2）推計方法および資料は南・牧野1983を参照。

衷5　織機1台当リ賃金支払額　　　（円ノ月）

年次．
1　交　替　制 2交替制

バ・タ雀目機1畿墨壷羅腺鍵刀識劉膿

1902　　　　5．33

1915　　　　5．75

1926　　　16．08

1938　　　13．63

9．99

13．62

41．29

30．25

3．42

4．40

12．39

5．70

3．93

6．02

12．39

5．70

　　　7．86．

　　12．04
4．01　　33．11

1e64　　　13．71

8．01

3．29

（注）　1）織機1台当り賃金支払額F職工1人当り賃金×織機1台当り

　　　職工数。
　　2）推計方法および資料は南・牧野1983を参照。

衷6織機1台当り純利潤率 （％）

年次
1　交　替制 2交替制

バ・． E・?諟?幀J矧羅響矧自動 織機
1902　　　　8．84

1915　　　　0．50

1926　　－28．80

1938　　　　1．08

　2．72

－2．11

－11．63

－1．38

11．99

’　6．40

一一 P．94

10．42

9．08

4．61

6．15

16．83

　　　19．45

　　　10．23

3．54　　　12．12

11．43　　31．27

8．25

23．71

（注）1）純利潤率冨純利潤額÷固定資本×100。

　　　2）　純利潤額＝粗付加価値額一賃金支払額一減価償却費一利子。

　　　3）　推計方法および資料は南・牧野1983を参照。

められる。まず職工1人当りの賃金としては，経

営形態に従って，3つの水準を仮定する（表1）。

次に織機1台当りの職工数であるが，これはバッ

タン・足踏機では1以上となる。これらの織機は

人力で動かされること，織工以外の補助職工も職

工数に含まれることの2点がその理由である33）。

力織機の場合は1人の織工が数台の織機を受け持

つので，織機1台当りの職工数は1以下となる。

自動織機では織工の織機受け持ち台数がさらに増

加するために，織機1台当りの職工数は著しく低

33）　問屋制（バッタン）では，製織工程は他の工程か

ら分離しているから，バッタン1台当りの職工数は1

となるはずである。しかしここでは，製織工程以外の
工程に対する費用を補助職工への賃金支払に置き換え，

バッタンと足踏機の織機1台当り職工数は等しいと仮

定した。

下する。織機1台当りの賃金支払額は表5にまと

められている。同報からは手織機（バッタン・足

踏機）から力織機，力織機から自動織概へと技術

転換が行なわれるのにしたがって，職工1人当り

賃金は上昇するが，職工1人当りの織機受け持ち

台数が増加したために，織機1台当りの賃金コス

トが大巾に低下したことが確認できる。

　純利潤率　純利潤率は純利薄額の固定資本に対

する比率である。純利潤額は，粗付加価値額から

賃金を引いて粗利潤額を求め，さらにそれから固

定資本の減価償却費と利子支払額を差し引いて計

算される。結果は表6に示される34）。

　（3）　織機の経済性の分析

　手織機（バッタン・足踏機）の経済性　バッタン．

（問屋制）と足踏機（マニュファクチャ」）を比べる

と，全ての時期を通じてバッタンの純利潤率が足

踏機を上回っている。しかし注意すべきことは，

われわれの純利潤率の計算では，以下に列挙する

ような集団的作業揚のメリットが無視されている・

ことである。第1に，諸工程が同一場所に集中す

るので工程間が時間的に短縮する35）。これは資本

回転率を高めることによって，一定期間内の純利

潤率の上昇に寄与する。第2に，原材料・製品の

運搬が集約化されることによって輸送費が低下す

る36）。賃機では生産者が分散しているた頓に，問

屋と生産者の間に介在して原材料を生産者に供給

しその製品を収集する者が必要であった。その手

数料は，たとえば伊予緋の揚合反当り織賃69銭．

．（大正年間の平均値）に対して，7－io銭であった37）。

第3に，賃機では早糸がしばしば行なわれたが38），

職工が集中すれば直接的に指揮・監督が可能とな

34）　われわれの計算では・資料面での制約から運転

資本が考慮されていない。それゆえ以下の純利潤率の

分析に際しては若干の留保が必要とされるであろう。

しかし従来の研究においても運転資本については無視

されるか，あるいはそあ回転期間に恣意的な仮定が設

けられて推計されているにすぎない。

35）　服部1955，116－117頁。

36）　服部1955，120頁。

37）川崎1943，8，63頁。

38）各地でその報告がある。足利は河本・その他
1901，121頁．G福井は三上・出淵1901，15頁；伊予は
川崎1943，60頁；播州は藤井1960，123頁；泉南は前
川・倉持1960，igO頁。
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図2　経営形態別手織機所有分布（全織物）

％
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職工10人未満工場（家内工業）
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（注）織機台数は修正値を使用。これについてに南・石井・牧野1982，表5の注を見よ。

（資料）　『農商務統計表』各年版。

り盗糸の弊害が無くなる39）。これらの要因を考慮．

すれば，問屋制．（バッタン）の純利潤率が過大でマ

ニュファクチャー二（足踏機）のそれが過小推計であ

ることは否定できない。しかしながらその点を考

慮して純利潤率を修正した結果，たとえマニュフ

ァクチャーのそれが問屋制のそれを上回ったとし

ても，その差が大きなものになるとは思われない。

このことは手織機の低い生産能力によっては，主

場制に伴う固定資本増大の負担を補えなかった点

．にマニュファクチャーの発展のための制約があっ

たことを示レていると言える40）。手織機の経営形

39）服部1955，120頁。イギリス毛織物業の1例で
は，細糸を阻止することが工場設立の主要な誘因であ

ったことが指摘されている（Ashton　1970，　P．88）。

40）　三瓶1961，386頁。たとえば徳川後期の尾西地

方では，織物マニュの経営規模（織機台数）には上限（6

川7台程度）があり，それを上回る織機は周辺農家に賃

機に出されていた。その原因は手織機の低技術水準の

下では，協業によって得られる利益よりも作業場の規

模拡大に伴う費用の方が大きかったと推測されている

（塩沢・川浦1957，162頁）。さらに同地にバッタンが

態別分布をみた図2には，．職工10人以上工場（マ

ニュファクチャー）の手織機占有率が約10％で

コンスタントに推移し，賃機（賃織）・家内工業は

手織機全体の約80％を占めていたことが示され

ている。

　小巾力織機の経済性　1902年に早くも小巾力

織機の純利潤率（11．99％）はバッタンのそれ（8．84

％）を上回っていたが，この時期の力織機に関し

ては，供給が量的に限られていたこと41），故障す

る傾向が強かったこと42）等の理由によって，力織

機率は低位にとどまった43）。1915年になると，

小巾力織機の純利潤率（6．4％）とバッタンのそれ

導入された1892（明治25）年以後においても，有力マ

ニュは内機を数倍上回る出機を支配していた（石川
1977，31－33頁）。バッタン装置の有無にかかわらず，

手織機による工揚規模拡大には限界があったのであろ
．う。

41）　力織機の供給については，南・石井・牧野1982，

第皿節。

42）　田村・浅井1901，41頁。

43）　南・石井・牧野1982，図4あ綿織物を見よ。
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表7　技術転換の有利性の要因
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パラタンから小誌力織機

小巾力織機粗利潤額　（円）　要因別寄与率（％）

縫
　
　
　
　
　

生
上
果
0
¢
o
o

織
麟
彗

　
　
　
（
（

3スーケ

④

2ス｝ケ

④

ースー
ケ

②

心際実

ω

隔年 節
果

（4≧

（2）

00

1902 14．87 一〇．79 5．78 8．30 58．0 42．0

1915 17．85 一4。96 4．26 ，8．63 59．6 40．4

ig26 一3．30 一39．61 一10．71 一32．20 20．4 79．6

1938 62．26 一8．88 15．67 37．71 655 345

年次1 足踏機から小巾力織機

1902 14．87 2．28 8．85 8．30 47．8 52．2

1915． 17．85 一2．37 6．85 8．63 54．4 45．6

1926 一3，30 一38．64 一9。74 一32．20 18．2 81．8

1938 62．26 一2．57 21．98 37．71 62．1 37．9

（注）　1）　糧利潤額冨粗付加価値三一賃金支払額。

　　2）　実際値は表4と表5とから計算した。

　　3）　ケース1はバッタン，足踏機の作業速度・作業係数および織

　　　機1台当り職工数を小部力織機に適用し計算した。

　　4）　ケース2はバッタン，足踏機の作業速度と作業係数を小出力

　　　織機に適用した。
　　5）　ケース3はバッタン，足踏機の織機真台当り職工数を小巾力

　　　織機に適用した。

　　　表8　経営形態別・織機別純利潤率　　　　（％）

年次
バッタン
@　　　」

足踏機 小巾力織機

問屋制1工鋼 問酬工魏 問屋制1工場制

1902　　　884

1915　　　　0．50

1926　　－28．80

1938　　　　1．08

一〇24　　　　88

－3．68　　　　97

－13ク1　　－2　94

－3．30　　　　75

　6．10

－051
－11．27　　　－2．80

　0．54　　　　2。53

11．99

6．40

－1。94

10．42

（注）『1）　問屋制では，1馬力の電動機で4台目小巾力織機が運転され

　　　　るものとした（麻生1936，9－10頁）。

　　2）工場制のバッタンと問屋制の足踏機の純利潤率は南・牧野

　　　　1983で説明するバッタンと足踏機の純利潤率の推計手順中

　　　　の織機生産能力と織機価格を相互に取り替えて計算した。
（資料）南「・牧野1983を参照。

（0．5％）との格差は拡大し，力織機の経済的有利性

が確立したことがわかる。それに加えて力織機の

生産もこの時期に増加するので，力織機率は1910

年前後から急速に上昇する。それは，胴揚制が発

達した地域，製織方法が力織機に適した地域およ

び電力が利用可能となった地域を中心に44），企業

家が力織機の経済的有利性を認識して積極的にそ

の導入に踏み切った結果であると思われる。

　小巾力織機とバッタン・足踏機との間に存在し

た純利潤率格差は，いかなる要因によって発生し

　44）　南・石井・牧野1982，第H節。

』たのであろうか。21つの要因が考えられる。第1

は織機の生産能力（作業速度と作業係数）の差異で

あり，第2は織機1台当りの職工数の相違による

賃金コストの差異すなわち労働節約効果である。

表7は手巾力織機の各々の2要因を，バッタンと

足踏機の数値に置き換えて粗利潤額を計算し，手

織機から力織機への技術転換に際しての各要因の

寄与率を計測したものである。バッタンと対比し

た歩巾力織機の経済的有利性は，1902・1915・1938

年では主に織機の性能向上に帰せられるが，製品

価格でデフレートした実質賃金が高水準にあった

1926年においては小子力織機の労働節約効果が

極めて大きかったことが確認できる。またバッタ

ンよりも性能が優れた足踏機と対比すると，1902・

1926年は労働節約効果が，1915。1938年は織機の

性能向上が力織機化に大きく寄与した。1902年

における足踏機から力織機への転換のメリットが

劣働節約効果にあったことは，初期の小県力織機

の生産能力と足踏機のそれとの聞に大きな格差が

存在しなかったことに原因がある45）。しかし力織

機製造技術の進歩はその性能を向上させ，1915年

にはその効果が労働節約効果を上回るようになる。

1926年は既に述べたように実質賃金が高水準で

あるために，力織機化による労働節約効果が顕

著に現われる。1938年の職工1人当りの賃金は

1926年より、も低位であるので，小川力織機導入

のメリットは再び織機間の生産能力の格差に帰せ

られる。また数量的に計測することはできなかっ

たが，力織機を導入することによって製品の質も

向上する46）。これらの要因の影響を受けて，既存

の企業家は手織機から力織機に技術転換すること

によってより高い純利潤率を獲得できたのである。
ま’

ｽ綿織物業に新規参入しようとする企業家にと

っては，最初から力織機を導入することが経済的

に有利であった。

　これまでは，問屋制ではバッタンのみが使われ

ると仮定したが，現実にそこで足踏機が利用され

る例も多く見られた。また力織機が導入された実

例も若干存在した。織機の選択と経営形態との関

45）　愛知県実業教育振興会1941，394頁。

46）南・石井・牧野1982，347頁。
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（注）広巾織機率＝広巾織機台数÷全織機台数×100，
（資料）全国・愛知県＝『農商務統計表』，『商工省統計表』各年版。

　　遠州蓬：　青証票県1937，29頁。

　　泉南：1914－22年：農商務省工務局1925，102頁。

　　　　1922－37年＝前川。倉持1960，215頁。

　　知多：農商務省工務局192尋，82－83頁・

　　播州＝柿本1982，39，45頁。

係を明確にするために，バッタン1足踏機・小巾力

織機が問屋制と工揚制の両方で採用された．揚合の

純利潤率を計算した（表8）。なお1902年と1915

年の問屋制における小巾力織機の純利潤率は計算

、しなかった。その理由ば，問屋制で力織機が導入

可能となったのは，農村に電力が普及し小型電動

機が利用可能となる第1次大戦以後の時期である

からである。表8からは次のことがわかる。第1

に，1902年を除けば工揚制の小巾力織機の純利潤

率が最も大きい。第2に，純利潤額がマイナスと

なった1926年を除けば，問屋制の純利潤率は足

踏機を採用した時に最も高くなる。第3に，力織

機を導入する揚合は工場制の方が問屋制よりも有

1930 1935 1938

利であるが，バッタン・足踏機を採用する揚合は

逆に問屋制の方が工揚制よりも有利となる。要す

るに技術選択の経済性という視点からは，力織機

を採用した工場制度が最も優れているが，製織方

法が力織機に不適な地域や動力に制約がある地域

などでは，手織機（バッタン・足踏機）で問屋制＝

貫機を行なう方が経済的に有利であった4η。

　広巾力織機・自動織機の経済性　表6によると

1902年と1915年の両年では，1交替制の純利潤

率は小巾力織機（各々11，99％，6．40％）の方が広巾

力織機（9．08％，4．61％）よりも高いが，2交替制の

　47）南・石井・版野1982，表5の経営形態別力織機

　率を参照。
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広巾の純利潤率（19．45％，10．23％）は1交替制の小

巾のそれを上回った。2交替制は主に兼営織布で

採用されていたから，この時期に広巾力織機を導

入するメリットは兼営織布に限定されていた。あ

るいはむしろ，兼営織布は小巾物機業家と競争す

るために2交替制を導入したと理解すべきかもし

れない。しかし1926年になると1交替制の広巾

力織機の純利潤率（6．15％）も小巾力織機のそれ

（一1．94％）を上回るようになり，兼営織布以外の

中小織物専業機業家にとって広巾力織機を導入す

ることが経済的に有利となった。純利潤率のこの

ような変化を反映して，広巾織機率は1910年代

後半から急速に上昇した。主要機業地（泉南・愛

知県）では1920年代半ばに，全国では1930年代

前半に，それは50％を上回った（図3）っ、

　広巾力織機の経済的有利性が1910年代後半か

ら高まった理由としては，まず第1に消費需要の

拡大による広巾織物価格の上昇を指摘しなければ

ならない。すなわち，第1次大戦によってイギリ

ス綿布がアジア市場から駆遂されたために輸出用

の広巾綿布の需要が急増し，国内的には服装の洋

式化に伴って小巾木綿への需要が減退したため48），

広巾綿布（三具金巾）の小田綿布（白木綿）に対する

1反当り相対価格は，』1900－20年の8～9倍から

1924－38年の13～14倍に上昇した49）。

　一方機業家による広巾利用化も進展した。これ・

には2つの理由がある。第1は織機改造技術の進

歩である。こ．のため従来の小巾織機を容易に広巾

織機に改造できるようになり，国内向けの小出織

物業者は急速に輸出用織物の生産に転換した50）。

第2は，捺染技術の発達に伴い従来小掬の製織を

必要とした製品が，広巾生地を単に切断すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　によって簡単に生産されるようになったことであ

る51）。以上に述べたような綿布の需給両側面にお

ける変化が1織機の広巾化にとって経済的に有利

に作用したのである。

　最後に自動織機について簡単に言及しておく。
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戦前においては自動織機の普及率は低く，綿織物

業における力織機台数に占める自動織機の割合は

1938年においても15％にすぎず，しかもその約

70％が兼営織布に集中していた（図‡）。なぜなら

ば，自動織機の純利潤率は2交替制の出合にのみ

1交替制g）広巾力織機の純利潤率を上回ったので，

自動織機を導入するメリットは2交替制を採用し

ていた兼営織布に限られていたからである。これ

は1902年と1915年の小巾力織機と広巾力織機と

の間にみられた技術選択の経済性と全く同じであ

る。

III原動機選択の経済性

48）　三瓶1961，501，303頁。

49）　大川・その他1967，155－156頁。

50）　藤井1960，145頁；小林1981，209頁。

51）　三瓶1961，300－301頁。

　（1）　原動機の種類および経済性評価の諸前提

　本節では力織機を運転するための原動機選択の

経済性の問題を論じる。分析対象となる時期は

1910年と1926年で，選択の対象となる原動機は，

1910年は蒸気機関・石油機関・電動機の3種類

で，1926年には電動機の単独運転も可能となって

いたので，それは蒸気機関・石油機関・電動機集

団運転・同単独運転の4種類となる。

　原動機選択の経済性は，原動機に関する年間総

費用が基準となる。他の条件を一定とすれば，費

用最小は利潤最大を意味するから，企業家にとつ

表9　綿織物工場職工規模別の原動機馬力数の種類別構成（％）

徹・規劇電轍識灘ガ・鞭硝機関水車
1909

全規模

　5－9　人
　10－29

　30－49

　50－99

　100－499

500－999

1000一

1930

全規模

　5－9　人
　10－29

　30＿49

　50－99

100－499

500－999

1000一

11．9

5．0

4．8

7．2

7．5

ユ4．4

0．0

19．6

79．7

95．8

95．4

93．8

94．5，

79．6

89．4

62．0

69，1

11．3

15，3

45．6

66．5

76．1

100．0

80．3

9．4

0．3

．0．7

1．4

3．2

2．9

9。7

25．7

2．6

0．0

5．5

10．8

10．4

0。0

0．0

0．1

6．7

1．6

1．4

2．1

1．1

17．0

0．0

0．0

14．1

61．7

695

35．5

15．6

1．3

0．0

0．0

0．5

2．0

2．2

2．O

L2

0．0

0．9

，0．0

2，4

22．0

4．9

0．9

0．0

8．2　．

0．0

0．0

3．6

0．2

0，3

0．7

0。0

05

0．0

12．3

（資料）　『工場統計表』各年版。
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表10　原動機の経済性比較

・経　　済　　研　　究

（円／年）

1910 1926

費 用 項 目 大工場 小工場 大工揚 小工揚

集団

^転
集団

^転 鯉醗 鑑羅1雛
原動機減価償却費

　蒸気機関

　石油機関

　電動機
付属機械減価償却費

機関室減価償却費

　蒸気機関

　石油機関

　電、動機

利子支払額

　蒸気機関

　石油機関

　電動機
機関職工賃金

　蒸気機関

　石油機関

　電動機
燃料　費
　蒸気機関

　石油機関

　電動機
合　　　計

　蒸気機関

　石油機関

　電動機

415　　　248　　　250

216　　　　59　　　504

62　　　16　　　90

225　　　　50　　　341

33　　　17　　　91

10　　　5　　　26

5　　　2　　13

104　　　　52　　　184

52　　13　　113

37　　　9　　60

554　　　554　　2，077

185　　　185　　　692

　0　　　0　　　0

646　　　　97　　2，067

2，912　　　437　　7，144

1，500　　　375　　2，731

1，977　　1，018　　5，010

3，600　　　749　　8，820

1，829　　　419　　3，235

　　151
　　109
779　　　16

0　　75

　　46
　　13
0　　　7

　　　49

　　　26
119　　　13

　2，077

　692
0　　　0

　　　310
　　1，072
2，731　　　410

7
．
0

11

10

18

0

410

　　2，708

　　1，987
3，629　　　521　　．545

（注）　1）　大工場は原動機20馬力と力織機100台，小工場は各々5馬

　　　　力，15台を仮定する。但し小工場の蒸気機関は12馬力とし
　　　　た。この理由は南・牧野1983で述べる。

　　2）1910年の力織機は小巾用，1926年のそれは広巾用を仮定し
　　　　た。　’

　　3）　単独運転用電動機は1〆3馬力で，その減価償却費は設置台数

　　　　計の値である。

　　4）推計方法および資料は南・牧野1983を参照。

ては，選択可能な原動機の中から年間総費用を：最

小にするものを導入することが，経済的に最も有

利な技術選択になる。年間総費用は，原動機減価

償却費52！・付属機械（集団運転用動力伝導装置）減

価償：却費・機関室減価償却費・利子支払額・機関

職工賃金・燃料費の6項目から構成される。

　表9は1909年と1930年の綿織物工揚の原動機

馬力数の種類別構成を示したものである。まず

1909年をみると，全規模では蒸気機関が最も普及

し（69．1％），次いで石油機関（14．1％），電動機

（11．9％）の順になつでいる。しかし規模別にみる

52）　蒸気機関の揚合はボイラーを含む。

Vo1．34　No．3

と，職工規模30人以上の工場では蒸気機関の割

合が極めて高いのに対して，職工規模30人未満

の小工場では石油機関に大きく依存していたこと

が顕著な特色となっている。他方電動機の構成比

は500－999人規模を除いては各規模間に大きな差

異はなかった。1930年になると各規模において

電動機が支配的な地位を占めた。他の原動機は，

職工1，000人以上規模における蒸気機関を除いて

著しく衰退した。

　以上の説明でわかるように，特に1910年の原

動機の選択の経済性を問題とする場合には，工場

規模を分けて考察しなければならない。大工場と

しては，20馬力の原動機が100台の小亭：力織機を．

運転する工場を，小工場どしては5馬力の原動機

が15台の小巾力織機を運転する工揚をモデルケ

ースとして取り上げて53），それぞれについて各原

動機の経済性を比較する。なお職工規模でみると

大工場は50－99人，小工揚は5－9人に相当する。

1926年の年間総費用計算の前提条件は1作業機が

小学力織機から広巾力織機に変った以外は1910

年半同じである。各原動機に関する年間総費用の

推計結果は表10に示されている。

　（2）　原動機の経済性の分析

　191①年の原動機選択　まず1910年についてみ

ると，大工揚・小工重いずれの場合においても電

動機のコストが最も安かった。その主たる原因は，

原動機価格の低廉性に基づく安い減価償却費と機

関職工に対する賃金支払の節約にあった54）。電力

が最も安価な動力エネルギーであったからこそ，

電力網の発達に比例して力織機が普及したのであ

る。しかし1910年において電力の普及ほ大都市に

限られ，ていたため，全国総世帯数1こ占める電灯需

要家数の比率は10．3％にすぎなかった。電力を利

用できない地域で力織機を導入する立合は原動機

53）　この数字は，当時の最大の織機メーカーであっ

た豊田式織機株式会社（株式会社豊田自動織機製作所

の前身）が1910年頃に発行したパンフレットに基づい

ている。われわれはこれを当時の綿織物工場における

機械配置の典型とみなす。

54）　佐藤1927，171頁では，水車に対する電動機の

メリットも機関職工の節約にあったことが強調されて

いる。
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には蒸気機関と石油機関のいずれかが使用された。

興味深いことは，2つの原動機の相対的経済性が

大工揚と小工揚で逆になっていることである。す

なわち，大工揚では蒸気機関，小工揚では石油機

関を採用する方が有利であった。資本費（償却費・

利子支払額）に関しては蒸気機関の方が石油機関’
より「 熏b｢が，1馬力時のエネルギーを消費する

ための燃料価格については石炭の方が石油よりも

安い。大工場では生産量：したがって燃料消費量：が

多いので燃料単価が安い原動機（蒸気機関）が選択

され，小工場ぞはその逆に生産量したがって燃料

消費量が少ないから資本費が安い原動機（石油機

関）が選択された。また機関職工賃金は固定費と

みなされるので，その負担が大きい蒸気機関の採

用は小工揚にとっては一層不利で～らった。

　このような工高規模別にみた原動機種別費用構

造の相違は図4に概念的に示される。ここで縦軸

は費用，横軸は工揚規模の指標としてのエネルギ

ー発生量を表わしている。縦軸の切片の高さは，

1馬力当りに換算した資本費を表わす（原動機種

が同一であれば1馬力当りの資本費は全ての馬力

数にとって等しいと仮定する）。これは蒸気機関

が最も高く，次いで石油機関，電動機の順となる。

また直線の傾きは1馬力時のエネルギーを発生す

るために必要な燃料価格を表わしているが，これ

‘は石油が最も高く，石炭が最も安い。また電力は

それらの中聞にある。各原動機の資本費と燃料単

価とが図4のような関係にあったので，全てのエ．

費用．

s

P

E

図4　原動機種別費用直線

P’

s’

E’

　0　　　小工場　　　　大工場　　エネルギー発生量

　　　　　　　　　　　　　　　（馬力時）

（注）Eは電動機，Pは石油機関，8は蒸気機関を表わす。
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場規模を通じて電動機が最も安く，他方蒸気機関

と石油機関の相対的経済性は工場規模によって異

なったのであった。

　1926年の原動機選択　ig26年になると大工揚・

小工揚の両方において，電動機と他の2種類の原

動機の費用格差は一層拡大する。1910年と比較す

ると，蒸気機関の場合では機関職工賃金費用と燃

料費の上昇が，石油機関の揚合では原動機価格と

燃料費0～高騰が顕著であった。これに対して，電

動機は製造技術の進歩によってその生産費が

1920年以降急速に低下した55）。そのため1910年

と比べると20馬力電動機の価格はほぼ一定，5馬

力のそれはむしろ低下という推移をたどった。ま

た1920年代になると電力会社間の競争激化によ

って，電気料金は大巾に低下した56）。そのため

1910年から1926年中間の燃料費の上昇率は電動

機において最小であった。これらの要因の作用に・

よって，一方で電動機の経済性は一層高まり，他

方で蒸気機関と石油機関は電動機に対する競争力

を喪失したのであった。この結果は表9の1930

年の原動機馬力数の構成に反映されている。

　問題はむしろ電動機による集団運転と単独運転

のどちらが有利であったかという点にあった。わ

れわれの計算結果によると，大工揚・小工面とも

に集団運転の方が費用が低かった57）。しかし注意

しなければならないことは，単独運転にはわれわ

れの計算には含まれない種’々のメリットがあるこ

とである。たとえば，第1に，ラインシャフトや

ベルトが無くなるため，それらの制約を受けずに．

合理的に機械配置ができる。第2に，建物の構造

が簡単となり資本費用が節約される。第3に，ベ

ルトから出る塵芥が減少し，工揚の衛生環境が改

善される。第4に，シャフトとベルトによると機

械回転にムラが起きるが，直接駆動では回転速度

の均一性が保たれ，る。第5に，直接駆動の揚合に

55）甫1976，217頁。

56）　三宅1937，101－104頁。

57）　川口1925では，紡績業の精紡工程を例にとり

集団運転と単独運転とによる費用を計算している。結
果ぽわれわれと同様に集団運転の費用の方が低くなっ

ている。なお南1976，137頁にも若干の事例が紹介さ
れている。
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は一部の機械を止めることができるため，故障と

操業短縮の場合の動力費のロスが減少する58）。こ

れらの要因を考慮した時に，集団運転と単独運転

の費用構造がどのように変化するかは不明である。

電動機の単独運転方式の普及に関する資料はない

が，1920年代中頃から電機会社刊行の雑誌には単

独運動のメリットを説く論文が数多く掲載されて

いる59）。この事実は，当時は単独運転方式が積極

的には受け入れられていなかったことを示唆しで

いるのではないだろうか。耐用年数経雨後の既存層

の集団運転のたあの諸設備を置換さサたり，新規

設備拡張の投資対象となるほどの経済的有利性が，

この時期の単独運転には無かったと思われる60）。

IV　結 論

　戦前日本の高い経済成長率に対して，最も大き

な貢献を果たした要因は技術進歩であった。技術

進歩の最も重要な具体例の1つとしては新技術の

普及という事実が指摘できる。新技術の普及の条

件を探ることは，それゆえ日本の高度成長を解明

するための不可欠の作業となる。新技術の普及を

促進した要因としてはいくつかのものが列挙でき

る。本稿では新技術の経済的有利性を認識し，積

極的にそれを生産過程に導入した企業家の経済活

動が，新技術の普：及にとって重要な条件となると

いう点に注目した。われわれは，各企業家が選択

可能な複数の技術の中から，経済的に最む有利な，

つまり純利潤率を最大にする技術を選択すること

によって，ある特定の技術の普及が決定されると

いう仮説を設定した。この仮説を実証するために，

本稿では戦前日本の主導産業の1つであった綿織

物業における5種類の織機と力織機を運転するた

、めの3（あるいは4）種類の原動機を対象にして，

各技術のもたらす純利潤率（織機）と年間総費用

（原動機）を推計し，それらの時間的変化と各技術

の普及率との関係，織機の選択と経営形態・原動

58）南1976，136－137頁。

59）　これらの文献目録として出原1935が参考とな
る。

60）　その理由の1つとして，単独運転用の小型電動

機が高価であったことが指摘されている（石川1927，

353頁）。

Vo1，34　No．3

機の選択と工場規模との関係などについて分析を

行なった。その主要な結論は以下の通りである。

　①　一般的に言って，選択可能な技術領域の中

から，各時点において最大の純利潤率をもたらす

織機と最小の費用をもたらす原動機が選択された。

織機の揚合，経済性の最も高かった技術は，1910

年代までは小巾力織機であった。小巾力織機と手

織機との純利潤率格差は，1900年代にはわずか

であったが，1910年代には小巾力織機の生産能力

と労働節約効果等の上昇によって顕著に拡大した。

しかし1920年代になると経済的に最も有利な織

機は小巾力織機から広巾力織機に移った。他方，

原動機では電動機が最初から最も経済的な技術で

あった。

　②　織機の選択と経営形態との間には密接な対

応関係が存在した。新技術（力織機・自動織機）の

経済性は新しい経営形態（工場制）において最も有

利に作用し，逆に旧い経営形態（問屋制）では旧技

術（手織機）が相対的に有利であった。

　③　原動機の間の相対的経済性はそれが導入さ

れる工揚規模に応じて異なる。全ての工場規模を

通じて最も安い動力であった電力が未発達な時期

においては，生産量の大きい大工場では燃料価格

の安い原動機（蒸気機関）が選択され，生産量の小

さい小工場では資本費用の安い原動機（石油機関）

が選択された。

　次に本稿のもつ意義について言及しておこ一う。

われわれの研究では，技術選択の歴史的変化とそ

の要因を探ることを目的として戦前日本の綿織物

業を取り上げた。技術選択に関する実証研究はこ

れまでにいくつか存在するが，本稿のような動態

分析はほとんど行なわれていない。ここで用いら

れた方法は日本および諸外国の他の産業にも適用

可能であり，・ある産業における技術進歩の実態が

経済的側面から明らかにされることが期待される。

さらに現在の発展途上国に対しては，日本の技術

進歩の経験が重要な教訓を与える。発展途上国に

おける経済発展は，その国の要素賦存状態に適合

した技術の選択に最も大きく依存している。日本

の綿織物業には，戦前期を通じて近代技術と在来

技術が併存し続けた。それゆえ本稿の織機の選択

e
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の分析は，近代技術と在来技術の中から如何にし

て最適な技術を選択するかという問題の解明に1

つの手がかりを与える。また原動機の選択の分析

もエネルギー政策・産業政策，たとえばエネルギ

ー産業における最適投資計画・価格政策あるいは

電機工業を国内で育成するか外国に依存するかと

いう．問題とも関連している61）。

　最後にわれわれの分析の問題点，残された課題

を指摘しておこう。第1に，本稿では織機や原動

機の選択の問題を論じたが，それら自身がいかに

開発・生産され，広く利用可能にな．つたのかとい

う点には触れなかった。しかし，われわれは既に

別の論文で力織機の開発と生産については論じた。

そこでは，豊田佐吉・津田米次郎らに代表される

技術者が，在来技術の蓄積を前提として，西欧か

らの導入技術をたくみに吸収して，当時の日本の

要素賦存状態に適合した安価な力織機の開発に成

功したこと，また多数の中小織機製造業者によっ

．て力織機が広範囲な地域に供給されたことが強調

された62）。第2に，．われわれは技術選択は企業家

によって行なわれると仮定した。しかし綿織物業

にはどのような種類の企業家が存在し．ｽか，彼ら．

の出自はどこにあり如何にして企業家に成長した

か，また資金調達はどのように行なわれたか等の

問題は議論しなかった63）。

　第3に，技術選択の指標としてわれわれは固定．

資本に対する純利潤額の比率を用いた。しかし企

業家の関心は，運転資本をも含んだ総資本に対す

るそれの比率にあるはずである。運転資本を除い

たのはひとえにデータの不足に，よるものであり，

これを推計するためにはかなり恣意的な仮定をお

ふざるをえないと考えたからである鋤。しかし今

後原料糸や製品の回転などに関する情報を収集し，

61）　われわれのアプローチとは異なるが，たとえば，

ターペイ・アンダーソンは種々の農村電化計画とそれ

らによってもたらされるであろう収益との関係につい

て比較を行なっている（Turvey　and　Anderso111977，

chの。

62）　南・石井・牧野1982，第皿節。

63）　機業家の資金調達に対しては，地方政府や同業

組合が重要な役割を果たした。これについては，南・．

石井・牧野1982，346頁。

64）注34を見よ。
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出来るだけ現実的な仮定のもとで運転資本を推計

しなければならない。

　第4に，技術選択に際しての企業家の関心は，

現実の利潤よりもむしろ将来の利潤動向にある。

この意味では投資理論で述べられているように，

技術選択は将来の期待収益の流列の現在価値と投

資の初期費用を一致させるような割引率，すなわ

ち内部収益率に依存すると考える方が合理的であ

ろう。われわれは推計さ．れた純利潤率を内部収益

率の代理変数とみなしたが，この2つが常に一致

するとは限らない65）。以上に指摘したような諸問

題が今後の検討課題として残されてはいるが，技

術迄歩に関する実証研究を進めるために本稿のア

プローチは種々の産業の技術選択に対して適用さ

れる価値があると思われる。

　　　　　　　　　南　1亮進（一橋大学経済研究所）

　　　　　　　　　牧野文夫（電力中央研究所）
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